


１．マンション修繕積立金支払い額に対する所得税額控除制度の創設 

 

【要望事項】 

計画修繕工事において区分所有者の負担する修繕積立金に対する支援策として、修繕工事

金額を各区分所有者の負担割合に戻して、リフォーム減税の対象とする所得税額控除制度

の創設を要望いたします。 

 

【現状の背景】 

マンションはその構造上、所有権の対象となる「専有部分」と、共用廊下や階段等のよう

な、居住者間のインフラともいえる「共用部分」に区分されます。専有部分においては、

一戸建て住宅と同様、所有者個人の意思で修繕等が行われるのに対し、共用部分に関して

は、管理組合の理事会や総会の決議をもとに実施されます。 

管理組合は建物を⾧期に亘って良好な状態に維持するため、計画的な修繕工事を実施す 

必要があり、構成員である各区分所有者は合意形成の上、修繕積立金を負担しています。 

 

【現状の問題点】 

近年では、建設業の人手不足・工事費の高騰、消費税増税などを背景とした支出の増加傾

向が、管理組合の資金不足を招き、昨今問題となっている管理不全マンション増加の要因

となっています。 

各管理組合では、修繕積立金の増額や工事費用の一時金徴収、リフォーム融資などを検討

しますが、各区分所有者の経済状況や価値観の相違から、合意形成が円滑に図れるとは限

らず、適時適切な計画修繕工事が行えないことにより、マンションの管理不全が進行し、

特に高経年マンションにおいては、例えば外壁の剥落事故が発生してしまう等については

大変懸念されるところです。 

 

【想定される効果】 

各区分所有者に対する経済的支援により、修繕費用の支出に対する負担感を緩和させ、適

時適切な修繕工事の実施を後押しすることができるものと考えます。 

とりわけ高経年マンションにおいて、建物・設備の経年劣化による事故等の発生防止、ス

ラム化の抑止、良好なマンションストックの確保を図るための対策として早急な取り組み

が必要と考えます。 

築 30 年を経過した分譲マンションを対象とし、⾧期修繕計画にもとづく修繕工事につい

て(マンション生活の維持に不可欠となるライフラインに関するもの等)の条件を付するこ

とで、より効果的な活用の促進が図られるものと考えます。 

  



２．マンションにおける収益事業に対する見直し措置 
 

【要望事項】 

計画修繕工事の適時適切な実施等に資するため、マンション管理組合が行う収益事業(駐車

場業)の所得に対する課税の減免措置を要望いたします。 

 

【現状の背景】 

マンションにおける駐車場は、分譲計画時に自治体の定める駐車場付置率などに対応して、

一定台数の駐車場の設置が求められています。 

標準管理規約第 29 条では、「駐車場使用料～（中略）～は、それらの管理に要する費用に

充てるほか、修繕積立金として積み立てる。」と規定され、駐車場の維持管理や計画修繕工

事等マンションの適時適切な維持管理に充てるための重要な財源となっています。 

竣工当初は一定の稼働率があるものの、徐々に稼働率は低下する傾向にあり、特に近年は、

次のような理由から、マンション敷地内駐車場の利用者離れが進行しています。 

[利用者減の主な要因] 

・居住者の高齢化やカーシェアリングの普及などによる車離れ 

・駐車できる車両のサイズや重量の制限による外部駐車場への流出 

マンションを維持管理してゆくためには多額の修繕費用等を要し、これらを負担するのは

管理組合です。 

空き駐車場が増加して、当初見込んでいた収入が確保できなくなると、マンションの適時

適切な維持管理が困難となる他、必要な計画修繕工事等の延期、縮減も危惧されます。 

 

【現状の問題点】 

駐車場はその性格上、人身の安全への配慮が不可欠であり、削減できる維持・修繕費には

限界があります。特に都市部を中心に多く見られる機械式駐車場では、設備の撤去やピッ

トの埋め戻し等には多額の費用を要し、容易に実施できないため、管理組合として取れる

対応方法は限られます。 

そこで、この収入減による赤字を解消するために、少しでも収入につながる可能性がある

管理組合では、リスク(マンション部外者による敷地内の利用、未収金の発生等)を背負い

つつも、空き区画の外部貸しを選択肢の一つとしています。 

しかしながら、収益事業にかかる所得に対しては、所得税等の税金が賦課されるため、諸

費用を差し引けば実利は少額となり、有効に活用されていないという実態があります。そ

のため、管理組合の増収に結び付ける駐車場の外部貸しを促す為の支援等が待たれるとこ

ろです。 

 

【想定される効果】 

休眠地ともいえる空き駐車場の有効利用(外部からの利用を視野に入れ)が促進され、また、

得られる収入を、駐車場を含むマンション全体の適切な維持・修繕に充てることができる

という点において、有効なものと考えます。 



３．大規模修繕工事にかかる消費税の軽減税率の適用 

 

【要望事項】 

計画修繕工事にかかる消費税の軽減税率の適用を要望いたします。 

 

【現状の背景】 

修繕積立金は、⾧期修繕計画等に基づき、20～30 年先を見据えて計画的に積立てておく性

格のもので、工事の実施予定時期でのマンション所有・非所有に関わらず、区分所有者の

義務として管理組合に納入するものです。 

区分所有者にとって毎月支出する修繕積立金は、生活に直接的に影響するため極力低く抑

えたいものであり、管理組合としては、将来的に過不足が生じないような金額設定をして、

修繕積立金を確保していかなければなりません。 

 

【現状の問題点】 

消費税は今後更に増税の予定がありますが、管理組合の⾧期修繕計画の中では未確定の増

税分まで見込んでいないのが一般的です。 

そのため、工事の発注時期が消費税率の改定後になると、管理組合が支出する工事費は計

画よりも増加して、工事が適時・適切に実施できなくなるケースもありえます。 

加えて、近年、工事費の上昇が常態化しているため、複数の要因による支出増の可能性が

あり、管理組合の運営に大きな影響が出ることが危惧されます。 

 

【想定される効果】 

計画修繕工事にかかる消費税の軽減税率の適用等で、管理組合に対する経済的支援により

支出が抑えられることは、安全かつ安心して⾧く居住するために必要な修繕工事を適切な

時期に行いやすくなるという点において、有効なものと考えます。 

 

以 上 


